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人

　決算額　　(単位：千円) 244

77

189

成果指標
介護支援専門員研修会参加者数

1,700　人にかかるコスト（人件費など）

外部講師と区内関係機関の講師とを研修内容に応じて招いており、効率的に事業を実施している。

事
務
事
業
の
実
績

221

　物にかかるコスト（物件費・維持補修費）

　その他のコスト（扶助費・補助費など）

　総経費

目標値

11

548

24

種　別 指標の名称

拡大
改善
維持
縮小
廃止・終了

634

　その他特定財源（国や都の支出金・財産収入など）

　一般財源（区負担額） 1,749

今後の方向性

6,716

6,830

139

1,945

0

3,246

320 537

0

141

114

6,688

152

目的達成度

手段の適切性

事務事業コスト

(単位：千円)

［評価の理由］（区民生活への影響を十分考慮すること）

利用者のニーズに合ったより良いサービス提供のため、介護支援専門員の資質向上は必須
である。今後については、より質の高い研修を実施するため、研修体系の見直しや実施方法
について検討を行っていく。

3
評
価
の
視
点

評価 評価の理由

利用者のニーズに合ったより良いサービス提供のためには、課題に応じた研修を実施し、介護支援専門員の
資質向上を図る必要がある。

改善

評
価
結
果

前年度と比べて参加人数は減少しているものの、課題に応じた研修会を実施しており、開催時間や研修内容
等、研修参加者からは概ね好評を得ている。

2
効果的な研修内容の設定や専門の外部講師の招聘等により事業の一定の成果をあげているが、多種多様
に渡る利用者のニーズに対応し、より効果的に研修を実施していくため、研修体系の見直しを図るとともに、
実施方法を検討する必要がある。

3

財源項目

(単位：千円)

必要性

前回評価から
改善した事項

　受益者負担額（使用料・手数料・負担金など）

区内の司法書士の協力を得て、成年後見制度についての意見交換会を実施した。

0

3,398

196

事業区分

人材育成

平成２９年度　事務事業評価シート

（４）高齢者の地域での包括的な支援の仕組みづくり

介護保険法根拠法令等

事業対象

事務事業名 介護支援専門員の育成支援

　

介護予防・地域支援課

行政計画 事業NO. 165 計画事業名
事業の開始・終了年度

介護支援専門員の育成支援

事
務
事
業
の
概
要

　

[事業開始]

①介護サービスの充実

法令（義務）

なし

①居宅介護支援事業所の介護支援専門員に対し、利用者のニーズに合ったより良いサービスを提供するための介護・医
療・法律の知識・生活支援やケアプランの作成技術等の研修を実施し、介護支援専門員の資質向上を図る。
②主任介護支援専門員との交流の場を設け、情報交換を図る。

補助金の有無

3,208

長期総合
計画体系

 [基本目標]

居宅介護支援事業所の介護支援専門員

平成

年度[終了予定]

 [小　　柱]

〔法令等名〕

Ⅲ-１．健康づくりと、自立生活を支える基盤づくり

 [施　　策]

２７年度 ２８年度(単位)
（３０年度）

２６年度

3

効率性

所
管

福祉部

年度

委託内容
国

回介護支援専門員研修会実施回数 14

事業内容

委託の有無

事業目的

活動指標
15

介護支援専門員に求められる医療知識や法律知識、ケアプラン作成に関する研修会等を開催し、ケアマネジメント力の向上
を図る。

3

113

14


